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第一章 緒言 

1. 研究の背景 

総務省統計局による 2023 年 9 月 15 日現在の日本の高齢化率は 29.1％で、欧

米諸国と比べて最も高い 1)。人口高齢化が世界的に進む中で認知症が大きな問題

になっており、Alzheimer’s Disease International の研究グループによる 2015 年の

全世界における認知症人口推計値によれば、4,680万人が認知症に罹患しており、

3 秒間に 1 人、新規患者が発生するとされている。全世界の高齢化が急速に進ん

でおり、2030 年になると 7,470 万人が認知症を発症し、2050 年には 1 億 3,150

万人が認知症となると推計されている 2)。世界保健機関（World Health 

Organization, WHO）が 2021 年に発表した報告書による世界の認知症人口は現時

点で約 5,000 万人と推計され、毎年およそ 1,000 万人の新規患者が発生すると推

計されている。それにより、認知症人口は 2030 年までに 8,200 万人、2050 年ま

でに 1 億 5,200 万人に増えると予測される 3)。認知症の予防は公衆衛生上の重要

な課題の一つとして、世界各国が積極的に予防対策を取り組むべきであると提

唱している 4)。 

The Lancet Commission が 2020 に発表した研究報告では、様々なライフステー

ジにおける 12 の危険因子を改善すると、40%の認知症発症率を予防または遅延

させられることが報告されている。その中で、喫煙、飲酒、運動不足、社会的

孤立などの４つの因子は個人の生活習慣に関わる 5)。これらの生活習慣は努力に

よって修正することが可能な「変容可能な健康行動」であり 6, 7, 8)、認知機能の

関連要因として、「可変的リスク」因子といえる 9,10)。これまでの生活習慣と認

知機能との関連に関する研究のほとんどは変数を中心（Variable-centered）とし

て、それぞれの生活習慣と認知症の発症率 11-14)または発症リスク 7, 15)を検討した

研究である。しかしながら、人間は独立した主体であり、実際の日常生活にお
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いては、一人ひとりがプラスに影響する健康行動とマイナスに影響する健康行

動を組み合わせた様々な生活習慣を持っており、それらが相互に関係しながら

認知機能と関連すると考えられる。従来の分析方法では個人を中心

（Person-centered）として生活習慣の組み合わせパターンと認知機能との関連性

という課題を十分に解決できないと思われる。 

 

2. 生活習慣の定義 

生活の中で様々な活動に従事するために、個人的に身につける習慣は、生活

習慣と言える。健康と関連する生活習慣に関する研究を包括的に検討した五十

嵐らは生活習慣とは日々の運動、喫煙、飲酒、睡眠時間、食生活といった個人

的なことばかりではなく、社会的活動を含む幅広い概念であることを指摘して

いる 16)。 

認知機能と関連する生活習慣についての研究について文献的に探索して検討

した。その中で、Shimada らの研究では生活習慣とは身体活動、認知的活動、社

会的活動を含む幅広い概念を指摘しており、その中で、社会的活動に関して、

友達への訪問、会話、毎日の屋外活動、買い物、車の運転などのことを含むと

されている 11)。茶の飲用習慣は生活習慣の一部分であり、多くの日本人にとっ

て欠かせない日々の習慣と言える 17)。しかし、単一の習慣ではなく、包括的な

生活習慣パターンにとして検討する研究はほとんどない。 

本研究において生活習慣とは喫煙、飲酒、茶の飲用習慣、運動、睡眠、外出

および友達や近所などとの交流とする社会的活動 18, 19)を含むと定義した。 
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3. 認知機能に関する生活習慣の先行研究 

生活習慣には、認知機能に対して保護的に働くものと、障害的に働き悪影響

を与えるものが存在する。先行研究において喫煙、飲酒、緑茶の飲用習慣、運

動、睡眠、社会生活活動といった要因と認知機能との関連をそれぞれ文献的に

検討した。 

 

4. 本研究の目的と構成 

本研究は「国立長寿医療研究センター・老化に関する長期縦断疫学研究（NILS-

ＬSA）の第 3 次調査から第 7 次調査（2002 年～2012 年）に参加した者のうち

60 歳以上のデータを用いた。 

まず地域在住高齢者を対象に横断研究により潜在クラス分析（Latent Class 

Analysis, LCA）20-23)
 を用いて個人を中心（Person-centered）として生活習慣の組

み合わせパターンと認知機能との関連を検討することにより認知機能に影響を

与える潜在的な生活習慣の特徴を明らかにする。 

次いで横断研究で確認された生活習慣パターンを持っている者は、数年後に

認知機能の変化に影響を及ぼすかどうかを検証するため、縦断研究により、潜

在軌跡解析（Latent Trajectory Analysis）24)を用いて生活習慣パターンが認知機能

の変化に与える影響を明らかにすることを目的としている。 
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第二章 【第一研究】潜在クラス分析による生活習慣パターンと認知機能との

関連―地域在住高齢者を対象として― 

1. 目的 

1）高齢者個人を中心に（Person-centered）生活習慣パターンを潜在クラス分析

でグループ化する。 

2）各グループの生活習慣パターンと認知機能との関連性を明らかにする。 

 

2. 方法 

本研究は、「国立長寿医療研究センター・老化に関する長期縦断疫学研究

（National Institute for Longevity Sciences-Longitudinal Study of Aging、以下

NILS-LSA と略する）」の第 3 次調査（2002～2004 年）に参加した者のうち 60

歳以上のデータを用いた横断研究である。分析可能な 1202名を解析対象とした。 

分析項目は、個人背景として、性別、年齢、学歴、婚姻状況、居住形態、仕

事の有無を用いた。健康状態として、併存疾患である CCI score（Charlson 

Comorbidity Index, 以下 CCI と略する）、視覚、聴覚、うつ状態を測定変数とし

て用いた。生活習慣として、喫煙の有無、飲酒の有無、緑茶の飲用習慣、睡眠

時間、運動時間、外出頻度、友達や近所の人などとの付き合いを用いた。認知

機能は、Mini-Mental State Examination（以下 MMSE と略する）を用いて評価し

た。MMSE については、最大スコアは 30 点で本研究では 26 点をカットオフ値

とした。点数が 26 点以上の場合を認知機能正常、26 点未満の場合を認知機能低

下に分類した。 

潜在クラス分析の方法は、二段階に分けた。まず、喫煙、飲酒、緑茶の飲用

習慣、睡眠時間、運動時間、外出頻度、友達や近所の人などとの付き合いとい

った 7 変数を潜在クラスモデルに投入した。次に、分析対象者の特性による潜
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在クラスの類型化、すなわち生活習慣パターンのグループ化を行った。 

潜在クラス分析は同じライフスタイル特性を持っている対象者を適切なグル

ープに分類し、分散検定を行った。2～6 classes のモデルを設定し、クラスの

Log-likelihood、G-squared、AIC（Akaike’s Information Criterion）、BIC（Bayesian 

Information Criterion）、CAIC（Consistent Akaike’s Information Criterion）、Adjusted 

BIC、Entropy の指標で適切なモデルを決定した 20, 21)。 

最適なモデルを決めた後、各グループの生活習慣パターンと認知機能との関

連性を明らかにすることを目的とした。認知機能を目的変数とし、上述の生活

習慣パターンを説明変数として関連を検討した。調整変数は、認知機能に影響

を与える要因と考えられる、性別、年齢、学歴、婚姻状況、居住形態、仕事な

どの基本属性および併存疾患（Charlson Comorbidity Index; CCI）、うつ状態

（CES-D）、聴力、視力などの健康状態に関する変数とした。 

生活習慣パターンと認知機能との間の差については、カイ二乗検定および一

元配置分散分析を行った。生活習慣パターンと認知機能との関連については、

ロジスティク回帰分析を実施した。データの解析には SAS Ver.9.4 および潜在ク

ラスモデルのプロシージャである PROC LCAを用いた。有意水準を 0.05とした。 

本研究は、国立研究開発法人国立長寿医療研究センター・利益相反委員会の

承認（No. 1513）を得たうえで実施した。 

 

3. 結果 

潜在クラス分析の結果、Class 1「不健全群」、Class 2「不活発群」、Class 3「生

活バランス群」、Class 4「積極活動群」といった４つの生活習慣パターンが確認

された。 

生活習慣パターンと認知機能との関連について、性別と年齢を調整した一元

配置分散分析とカイ二乗検定を行った結果、いずれも有意な差が認められた（一



6 
 

元配置分散分析：p=0.014；カイ二乗検定：p=0.007）。「不活発群」は認知機能低

下の割合が 31.07%（64 名）と最も高かった。次いで、「生活バランス群」が 21.67%

（70 名）、「積極活動群」が 20.63%（66 名）、「不健全群」が 18.98%（66 名）と

最も低かった。 

また、性別、年齢、学歴などの基本属性を調整したロジスティク回帰分析の

結果、「不健全群」と認知機能とが有意に関連し、「不活発群」に比べ、「不健全

群」の認知機能低下のリスクが「不活発群」の 0.64 倍と有意に低かった。さら

に、基本属性や健康状態などの交絡要因を調整した後、いずれの生活習慣パタ

ーンにおいても認知機能との関連が有意ではなかった。 

 

4. 考察 

本研究において、ロジスティク回帰分析の結果、基本属性や健康状態など

の交絡要因を調整しない場合は、いずれの生活習慣パターンにおいても、認知

機能低下のリスクが「不活発群」より有意に低いという結果を示した。しかし、

性別、年齢、学歴を調整した後（モデル 1）、生活習慣パターンと認知機能低下

と間には、「不健全群」で有意な関連が認められたのに対して、「生活バランス

群」も「積極活動群」も有意な関連が認められなかった。しだがって、生活習

慣パターンと認知機能との間には関係があるものの、その関係は直接的な関係

ではなく、性別、年齢、学歴といった基本属性などの影響によるものと推察さ

れる。 

さらに、すべての交絡要因を調整したモデル 2 では「不健全群」パターン

と認知機能との関連性も有意差が消失したことから、生活習慣パターンと認知

機能との間の関係は、調整変数として投与した健康状態、特に、視覚状態が生

活習慣パターンと認知機能との関係に一部関与しているものと推察される。 
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第三章 【第二研究】潜在軌跡解析による生活習慣パターンが認知機能変化の

軌跡に与える影響―地域在住高齢者を対象として― 

 

本研究は、「国立長寿医療研究センター・老化に関する長期縦断疫学研究

（National Institute for Longevity Sciences-Longitudinal Study of Aging、以下

NILS-LSA と略する）」の第 3 次調査から第 7 次調査（2002 年～2012 年）に参加

した者のうち 60 歳以上のデータを用いた縦断研究である。 

 

1. 目的 

1） 生活習慣パターンが認知機能変化に与える影響を明らかにする。 

 

2. 方法 

本研究では 2002 年～2004 年をベースライン調査（第 3 次調査）とし、同様の

調査方法を用いた追跡調査（第 4 次から第 7 次調査）を 2004 年～2012 年にかけ

て 2 年ごとに実施した。ベースライン調査から第 7 次調査の追跡調査に参加し

た対象者のうち、Class 1「不健全群」は 189 人（継続率 53.54%）、Class 2「不活

発群」は 80 人（継続率 38.83%）、Class 3「生活バランス群」は 171 人（継続率

52.94%）、Class 4「積極活動群」は 186 人（継続率 58.13%）を生活パターン継続

者とした。合計 626 人の継続者（52.08%）のみならずと 576 人の脱落者（47.62%）

についても解析対象とした。 

分析方法は、まず、ベースライン調査から追跡調査における継続と脱落の状

況に基づくカイ二乗検定、二項ロジスティク回帰分析および多項式ロジスティ

ク回帰分析を用い、継続者と脱落者の規定要因および継続・脱落と生活習慣パ

ターンと認知機能との関連を検討した。 
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次に、認知機能変化の分析は、ベースライン調査および追跡調査に参加した

者を解析対象として（合計 626 人）、潜在軌跡解析、カイ二乗検定、多項式ロジ

スティク回帰分析および GEE（Generalized estimating equations）を用いて分析を

行った。 

上述各分析について、１）2002 年から 2012 年における認知機能変化に基づく

潜在軌跡解析により、認知機能変化の軌跡グループを明らかにし、２）カイ二

乗検定を行い、認知機能変化の軌跡グループの特性を明らかにした。さらに、

３）多項式ロジスティク回帰分析を行い、認知機能変化の軌跡グループに影響

を与える要因を明らかにし、４）GEE を行い、性別、年齢、学歴および認知機

能に影響を与える要因を調整した後、生活習慣パターンが認知機能の変化に与

える影響を検討した。 

データの解析には SAS Ver.9.4 およびプロシージャである PROC TRAJ を用い

た。有意水準を 0.05 とした。 

本研究は、国立研究開発法人国立長寿医療研究センター・利益相反委員会の

承認（No. 1513）を得たうえで実施した。 

 

3. 結果 

脱落する可能性が有意に大きかった関連要因は「不活発」生活習慣パターン

を有し、学歴レベルが低く、仕事なし、CCI score 2 点以上、視覚障害を有する

こと、聴覚障害を有すること、うつ状態あり、認知機能低下ありといった要因

を特徴としていた。一方、追跡調査に参加し続ける者の特性は「積極活動」生

活習慣パターンを有し、学歴レベルが高く、仕事あり、CCI score 0 点および CCI 

score 1 点、視覚および聴覚正常状態、うつ状態なし、認知機能正常といった特

徴を有する者であった。 
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潜在軌跡解析モデルを行った結果、軌跡グループ 1「低下群」、軌跡グループ

2「軽度低下群」、軌跡グループ 3「維持正常群」といった３つの軌跡グループが

確認された。 

カイ二乗検定の結果、生活習慣パターンと認知機能変化の軌跡との関係は有

意ではなかった。認知機能変化の軌跡と有意に関連した要因は、性別、年齢、

学歴、視覚および聴覚状態であった。 

多項式ロジスティック回帰分析にて検討した結果、交絡要因の影響を除いた

分析でも生活習慣パターンと認知機能変化の軌跡との間に有意な関連は見られ

なかった。認知機能変化の軌跡と有意な関連が見られた項目は、認知機能「維

持正常群」に比べ、認知機能「低下群」では、性別、学歴および婚姻状況の要

因と有意な関連が見られた。また、認知機能「軽度低下群」では、性別、学歴、

婚姻状況および視覚の要因と有意な関連が見られた。 

各調査年次の MMSE 得点（連続変数）を従属変数とした GEE モデルにて、生

活習慣パターンが認知機能の変化に与える影響を検討した結果、性別、年齢、

学歴、の要因を調整した後、「不活発群」に比べ、「不健全群」の認知機能変化

（B value）はベースライン調査から追跡調査において 0.44ポイントと有意に多

かった。 

 

4. 考察 

生活習慣パターンは認知機能変化の軌跡に及ぼす直接的な影響はあまりなく、

両者の関係は性別、年齢、学歴、婚姻状況および視覚状態を介した間接的な関

係と考えられる。つまり、生活習慣パターンが認知機能変化に影響を与える場

合でも、その影響は個人の生活習慣パターンからだけでなく、個人の属性およ

び健康状態などに影響される可能性があると推察される。この点について、今
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後さらなる検討が必要であると思われる。 

しかしながら、GEE モデルを実施した結果、性別、年齢、学歴の要因を調整

した後、「不活発群」に比べ、「不健全群」の認知機能変化はベースライン調査

から追跡調査において 0.44 ポイントと有意に多かった。これは、「不健全群」パ

ターンを持っている者は認知機能が「不活発群」パターンの者よりプラスに作

用していたことを意味している。この結果は横断研究の結果と同様であった。

この一貫性は研究の信頼性を高めるものと思われる。 

本研究において、ベースライン調査から追跡調査における全体の脱落率は

47.92%と高かった。さらに、生活習慣パターンごとの脱落率は、それぞれ「不

健全群」が 46.46%、「不活発群」が 61.17%、「生活バランス群」が 47.06%、「積

極活動群」が 41.88%であった。特に「不活発群」の脱落率が全体より約 13%高

い割合であった。本研究では脱落率が高いため、選択バイアスの存在が大きい

可能性がある。とくに選択バイアスの影響により、選択バイアスで健常な人が

多ければ､認知機能低下の割合は低くなり、認知機能変化の分析の検出力が低下

する可能性があると考えられる。 
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第四章 総合考察 

1. 本研究で得られた知見とその新規性 

これまでの生活習慣と認知機能との関連に関する研究のほとんどは変数中心

（Variable-centered）のアプローチを行い、それぞれの生活習慣と認知症の発症

を検討した研究 7, 11, 12, 13-15)である。因子分析を用いて生活習慣パターンの探索的

研究を行った研究はある 25)ものの、認知機能に及ぼす生活習慣パターンの影響

を検討した探索的研究はほとんどない。 

本研究では、探索的かつ個体中心の研究方法を行い、「国立長寿医療研究セン

ター・老化に関する長期縦断疫学研究（NILS-NSA）の第 3 次調査から第 7 次調

査（2002 年～2012 年）に参加した者のうち 60 歳以上のデータを用い、生活習

慣と認知機能との関連する横断研究および縦断研究を行った。 

横断研究においては、個人を中心（Person-centered）として潜在クラス分析の

手法を用い、４つの生活習慣パターンに分類された。このような方法は従来の

単一の変数を中心とする分析よりも個体の健康行動をよりリアル情報に反映し、

個人を中心として生活習慣の組み合わせパターンと認知機能との関連性という

課題が解決できると思われる。しかしながら、生活習慣パターンと認知機能と

の関連を検討した結果、基本属性や健康状態などの交絡要因を調整した後では、

いずれの生活習慣パターンにおいても認知機能との関連は有意ではなかった。

その背景として、人間は独立した個体であり、生まれてから家庭、学校、職場

などの環境および仲間関係、社会的関係などのさまざまな要因の影響を及ぼし

ながら、異なる人生段階で異なる健康行動を形成している。先天的な個人の特

徴が類似していても、後天的な教育環境や育てられた環境や健康状態などのも

のにより、異なる健康行動が形成され、より多くのプラス健康行動を持ち人も
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いるし、より多くのマイナス健康行動を持ち人もいる。個人が喫煙や運動不足

などのマイナス健康行動を持っていても、同時に飲酒習慣などのプラス健康行

動を多く持っている場合、認知機能の低下が緩和される可能性があると考えら

れる。 

また、横断研究で確認された生活習慣パターンを持っている者は、数年後に

認知機能の変化に影響を及ぼすかどうかを検証するため、縦断研究を行った。 

縦断研究においては、個人を中心とする潜在軌跡解析を用いて認知機能変化

の軌跡を探索し、認知機能「低下群」、「軽度低下群」、「維持正常群」といった

３つの認知機能変化の軌跡グループに分けることができた。次いて、生活習慣

パターンが認知機能変化に与える影響を検討した。 

多項式ロジスティック回帰分析にて検討した結果、生活習慣パターンと認知

機能変化の軌跡との間に有意な関連は見られなかったが、各調査年次の MMSE

得点を従属変数とした GEE モデルを実施した結果、性別、年齢、学歴の要因を

調整した後、「不健全群」パターンが認知機能の変化に及ぼす効果は「不活発群」

パターンよりプラスに作用していた。 

「不健全群」と「不活発群」パターンの異なる点からみると、生活習慣パタ

ーンのうち、アルコール摂取や身体活動量や友人との付き合いなどの情報処理

速度と注意力と関連する健康行動を合わせたパターンは、認知機能にプラスに

作用している可能性が大きいと考えられる。 

今回、先行研究で認知機能に関連するとされている生活習慣を用いて生活習

慣をパターン分類できたが、生活習慣をパターン分類した場合には、横断研究、

縦断研究のいずれも、認知機能および認知機能低下との有意な関連は認められ

なかった。その背景として、生活習慣をパターン分類した場合、どの要素が重

要であるかを特定するのが難しく、特定の生活習慣パターンに含まれるいくつ
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かの要素が認知機能に良い影響を与える一方で、他の要素が悪影響を与えてい

る可能性があり、これにより、全体のパターンとしては関連が見えにくくなる

ことが考えられる。 

また、人生の異なる段階において、健康状態の変化により健康行動が変わる

可能性がある。つまり、様々な健康行動を組み合わせる生活習慣パターンが変

わる可能性がある。本研究の縦断研究では、ベースライン調査における生活習

慣パターンに基づき、追跡調査した後、認知機能の変化を検討しただけである。

今後、生活習慣パターンの変化とともに、認知機能がどのように変化するかを

さらに検討する必要があると考えられる。 

 

2. 結論 

本研究の横断研究においては、潜在クラス分析にて対象者の生活習慣パター

ンを「不健全群」、「不活発群」、「生活バランス群」、「積極活動群」といった４

つの生活習慣パターンに分類された。次いで生活習慣パターンと認知機能との

関連を検討した結果、基本属性や健康状態などの交絡要因を調整した後では、

いずれの生活習慣パターンにおいても認知機能との関連は有意ではなかった。

次に、縦断研究にて、生活習慣パターンが認知機能の変化の軌跡に与える影響

を検討した結果、他の関連要因の影響を除いた場合、生活習慣パターンと認知

機能変化の軌跡との間に有意な関連は見られなかった。 

 

3. 本研究の限界と今後の課題 

1） 本研究の限界 



14 
 

第一に、本研究の対象者は愛知県にある大府市と東浦町に在住している人た

め、解析した生活習慣パターンがこれらの地域の人のみに限定されていること

である。 

第二に、高齢者が実際の生活習慣パターンは本研究のパターンより多く、さ

らに、男性高齢者と女性高齢者の生活習慣が異なる可能性もあり、本研究の生

活習慣パターンに限らないと考えられる。本研究で用いたデータセットでは対

象数の制限から、性別の分析は十分に行えなかった。この点については、今後

の課題といえる。 

第三に、本研究の対象者は国立長寿医療研究センターが大府市と東浦町の住

民登録から年齢・性別で層化無作為に抽出した人々を対象に実施している 26)。

しかしながら、データを集めた調査方法は参加者が自分でセンターへ赴いて調

査を受けるという方法のため、これらの参加者の健康状態と認知機能状態はあ

る程度の水準を保っている。また、本研究では脱落率が高いため、選択バイア

スの存在が大きいものである。以上の理由より本研究における認知機能の低下

の度合いは過小評価されている可能性も否めない。 

第四に、本研究は二次データを分析していることから、使用できる変数に限

界があった。より多くの生活習慣に関する変数、たとえば、毎日座ったままの

時間、テレビを見る時間、畑仕事・ガーデニングに従事する習慣などのデータ

があれば、より豊富な生活習慣パターンと認知機能との関連を検討できると考

えられる。また、認知機能低下あるいは障害になる要因は脳内にある海馬のサ

イズ、神経シナプスの減少、アミロイド斑とタンパク質のもつれ、ホルモン、

遺伝子 APOE4 などの生理学要因も含まれる 27)。調査方法の限界があり、本研究

ではこれらの生理学に関する情報は得られなかったことから、今後の課題とな

る。 
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2） 今後の課題 

第一に、生活習慣に関する変数の選択や生活習慣パターンの再現性について

の検証を行うこと。 

第二に、潜在軌跡解析の利点を再度検討し、欠損値を含む多時点のデータを

扱うなどして、脱落効果の影響を最小限に抑える工夫をする。 
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